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なぜ私がダムに反対するのか－淀川の常識・利根川の非常識－

今本博健（河川工学・京都大学名誉教授）

１ はじめに

ダムは、水没を伴い、水や土砂の移動の連続性を遮断する。水没は住民の移転を余儀なくする

だけでなく、地域社会を崩壊させる。水や土砂の移動の連続性の遮断は、生態系に大きな影響を

及ぼし、海岸侵食を引き起こすなど、自然環境を破壊する。

こうしたことから、関係住民だけでなく、環境への関心が高い人たちを中心として、ダムへの

批判が高まっている。もちろん、これらは事実であり、それに異を唱えるつもりはない。

私の専門は河川工学であるが、厳密にいえば河川の流れについての実験的研究をしてきただけ

であり、河川整備のあり方について専門家というほどの知識を持っているわけではない。

幸いだったのは、大学を停年退官する直前に淀川水系流域委員会が設置され、その委員として

河川整備のあり方に６年間向き合うことができたことである。大げさにいえば、その間、寝食を

忘れて取組み、「人の命を守るのが治水であり、ダムによる治水では人の命を守れない」と考える

に至った。つまり、これまでの治水は一定限度の洪水を対象にする定量治水であるが、これをい

かなる規模の洪水に対しても人の命を守る対策を最優先で実施する非定量治水に転換すべきであ

ると気づいた。このことが私がダムに反対する契機となった。

さらに幸いだったのは、淀川水系流域委員会で河川整備のあり方を議論した嘉田由紀子委員が

滋賀県の知事となり、当時の志を忘れず、知事としてあるべき治水を実現しようと奮闘されてい

ることである。淀川水系には流域の 47%を集水域とする琵琶湖が存在し、治水および利水に大き

な貢献をしている。因みに、琵琶湖の貯水量は 275 億 m3 であり、わが国のすべてのダムの貯水量

の合計約 200 億 m3 より大きく、近畿圏の 1500 万人が利用している。また、湖面積は約 674km2 で

あり、1m の水位変化で 6.7 億 m3 の水を貯めることができる。これはわが国最大の徳山ダムの総

貯水量 6.6 億 m3 を上回る。

これに対し、利根川水系には、河川整備のあり方を議論した経験のある知事はおられず、琵琶

湖に相当する湖もない。これら二つが淀川での考えが利根川で通じない一因かもしれない。淀川

流域の知事たちはダムによる治水から脱却しようとし、利根川流域の知事たちはそれを踏襲しよ

うとする。淀川の常識は利根川にすれば非常識なのである。もちろん逆もいえる。いずれが普遍

的な常識かは歴史が判断するであろう。

ここでは、私がダムに反対する理由である「治水のあり方(理念)」についての私の考えを示す

とともに、「ダムによる治水の限界」、いまの治水における喫緊の課題である「堤防補強」につい

て説明する。

２ 治水のあり方(理念)

治水の理想は「いかなる洪水に対しても住民の生命と財産を守る」ようにすることである。し

かし、これを実現するのは不可能である。現実には、被害を防止できるのはある大きさの洪水ま

でであり、それを超える洪水に対しては被害の軽減をはかるのが精一杯である。ただし、生命に

ついては、いかなる洪水に対しても守られねばならないが、それは避難により実現できる。



2

問題は「これをどのようにして実現するか」であるが、具体的な方式として二つがある。

一つは、まず被害防止の対象となる洪水を設定し、それに対応した対策を行うもので、「定量治

水」という。

定量治水では、治水安全度(対応できる洪水の大きさで評価される)は対象洪水の大きさに一致

するが、それは対策が達成された時点のもので、それまでは低いままである。また、対象洪水に

対応した対策(定量洪水対策)に重点をおくあまり、対象を超える洪水への対策(超過洪水対策)や

「溢れた場合の対策」がおろそかになりがちである。このため、対象を超える洪水が発生した場

合だけでなく、対象以下の洪水で壊滅的被害になる。

さらに、これまで大洪水が発生するごとに対象洪水を大きくしてきたため、定量洪水対策すら

達成する見込みが立たなくなっている。このため、当面の対策として、対象洪水を切り下げるこ

とにより実現性を高めようとしているが、計画の達成を困難にしているダム計画をそのまま踏襲

しているため、抜本的な解決になっていない。

図１は定量治水における安全率と洪水規模の関係を示したもので、河川での対策だけで計画規

模まで安全率が１に保たれるが、それを超えると途端に０になる。また、現在の堤防は手近な土

砂を積み上げただけできわめて脆弱である。このため、対象より小さな規模の洪水で破堤するこ

とがある。破堤すればその時点で安全率は０になり、壊滅的被害に直結する。なお、ここでの安

全率は、被害がない場合を１、壊滅的被害となる場合を０、その間を被害の程度に応じて０～１

としているが、あくまで定性的なものである。

図１ 定量治水における安全率と洪水規模の関係

もう一つは、対象洪水を設定せず、いかなる洪水をも視野に入れつつ、実現性のある「溢れさ

せない対策」と「溢れた場合の対策」を同時並行的に積み重ねる方式で、これを「非定量治水」

という。

非定量治水では、対策の選択が出発点であり、治水安全度は選択された対策によって決定され

るが、対策を積み重ねることで治水安全度も順次大きくなる。また、実現の可能性をもとに対策

を選択するので、対策ごとの治水安全度の向上は小さくても確実に高められる。

図２は越水にも耐える堤防補強をした非定量治水における安全率と洪水規模の関係を示したも

ので、溢れない場合の安全率は１で、溢れても急激に０にならない。また、第一次対策だけでな

く第二次、第三次と対策を積み重ねることによって、被害を防止できる洪水の大きさも順次大き

くなる。

図２ 非定量治水における安全率と洪水規模の関係
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また、治水安全度と時間の関係を見ると、図３のように、定量治水では計画が達成されたとき

治水安全度が飛躍的に高くなるが、達成までに時間がかかり、その間住民は危険に晒されたまま

となる。非定量治水では少しづつではあっても対策が完了するたびに治水安全度は高くなり、対

策を重ねることで段階的に高くすることができる。なお、定量治水で異常に高い治水安全度を目

標としたり、非定量治水で高め続けたりすることは、実現性や財政面から見て必ずしも得策とは

いえないことに注意する必要がある。

図３ 治水安全度と時間の関係

３ ダムによる治水の限界

ダムの歴史は古く、ピラミッド建設用石切場の労働者の飲料水を確保するために造られたとい

うエジプト・クフ王朝時代(紀元前 2750 年頃)のサド・エル・カファラダムまで遡られる。わが国

では、飛鳥時代の 616 年に狭山池が完成されているが、かんがい用であった。つまり、ダムはも

ともと使うための水を貯めるためにつくられたのである。

治水用として本格的に用いられるようになったのは戦後のことである。昭和 25年(1950)に国土

総合開発法が施行され、その中心に多目的ダムが置かれた。治水への補助が手厚かったため、利

水や発電と抱き合わせにされたきらいがある。

ダムは巨大構造物であるだけに人の心を引きつけやすく、「ダムができれば安心」というダム神

話まで生まれた。しかし、これは錯覚である。わが国の地形は急峻で、地質は脆弱なため、治水

に有効な大規模ダムをつくれる適地が少なく、治水には適していないといっても過言ではない。

ダムの治水機能をまとめると、次の通りである。

ダムの治水機能が発揮されるのは、河道の流下能力以上でかつ計画規模以下というきわめて限

定的な洪水に対してだけである。

降雨域が集水域を外れた場合は機能が発揮されないという不確実性がある。ダムによる治水が

「ギャンブル治水」と言われる所以である。

しかも、堆砂により貯水容量は減少し、短い場合は数年で、長くても数十年から数百年で治水

機能を失う。

図４は、安全率と洪水規模の関係について、ダムによる定量治水と堤防補強をした非定量治水

を比較したものである。

(1)の定量治水は、計画高水 M1 までを河道で流下させ、それを超える基本高水 M2 までをダムで

調節しようとしている。安全率は M2 まで１に保たれるが、それを超えると途端に０になる。
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(2)の非定量治水は、越水にも耐える堤防補強により河道の流下能力の実力は、余裕高の部分を

流れる流量も流下能力に見込むことができるので、MR にまで増大される。それを超える洪水に対

しても、堤防補強により氾濫量が抑制されるので、安全率は徐々に低下するだけで途端に０にな

ることはない。

(3)は両者の安全率を比較したものであるが、MRまでは全く互角であり、MR から M2の領域では

定量治水が優位な領域がわずかに存在するが、M2を超えると非定量治水が圧倒的に優位となって

いる。定量治水が優位な領域はダムの堆砂が進むと小さくなり、やがて消滅するが、非定量治水

の安全率はいつまでも持続するので、総合判断すれば非定量治水が優位である。

図４ 定量治水と非定量治水の比較

以上より明らかなように、ダムの治水機能は、限定的で、不確実であり、持続性もない。要す

るに、ダムでは人の命を守れないのである。

このことは、わが国にはすでに 900 基近くの治水を目的とするダムがありながら、人の命を守

れなかった例が枚挙にいとまがないほど多いのに対し、ダムがあったお蔭で守れた例は皆無とい

えるほど少ないことから明らかである。

最近の水害ではダムの操作への住民の不満が大きい。事前放流をすれば水害を防げたというの

が住民の主張である。しかし、たとえ事前放流をしたとしても被害を防げないのがほとんどであ

る。ダムでは水害を防げないことをよく認識する必要がある。

４ 堤防補強

定量治水の象徴をダムとすれば、非定量治水のそれは堤防補強である。堤防は洪水防御の最後

の一線であるにもかかわらず、多くは手近な土砂を盛り上げただけで、堤体材料として吟味され

た適切な材料でつくられているとは限らない。このため、図５に示すように、堤防を超える越水、

流れによる洗掘、堤体内への水の浸透などによって容易に破堤する可能性がある。破堤すれば壊

滅的被害になるのは必至である。

堤防補強は河川管理者の重要な任務であるが、長年にわたってきわめて消極的であった。もし

それがダムが有利にするようにするためであったとすれば、許されない行政の「不作為」である。

その経緯を示しておく。
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図５ 破堤の原因

図４ 各種の堤防補強工法

堤防補強が実施されだしたのは 1970 年代になってからである。アーマー・レビー（鎧型堤防）

と称される堤防のり面をコンクリート・ブロックなどで覆う補強が加古川などで試験的に実施さ

れた。しかし、堤防を覆うと堤体の点検ができないという理由で中止された。これは表向きの理

由で、昭和 51 年に長良川で計画高水位以下で破堤したため、管理の瑕疵を問われるのを恐れたた

めではないかと噂された。この破堤を契機に、堤防についての情報は公開されなくなり、堤防補

強についての研究も中止された。

つぎに現れたのがスーパー堤防(高規格堤防)である。首都圏や近畿圏の河川が破堤すれば国全

体に及ぼす影響が大きいとして、昭和 62 年(1987)に河川審議会が超過洪水対策として実施するこ

とを提案した。堤防幅を広くすることにより、たとえ越水しても破堤しないようにするものであ

るが、まちづくりと一体として進める必要があるため時間を要し、堤内地の地盤を嵩上げするた

め経費も莫大になる。６河川の 872km を対象に平成 22 年(2010)４月までに約 7000 億円の事業費

が投じられたが、完成・整備中は約 50km(全体の 5.8％)にとどまっていた。このまま整備を続け

ても全計画の完成には 400 年かかり、事業費も 12 兆円に膨らむと試算されたため、2010 年の事

業仕分けで、「10 年に１回、20 年に１回の洪水もクリアしていない場所があり、そちらの方が優

先順位は高い」として「廃止」された。

この間、全国で破堤による壊滅的な被害が相次ぎ、 平成 10 年(1998)に堤防補強が重点施策に

取り上げられるとともに、越水しても破堤し難い堤防として裏のりにも保護工を施したフロンテ
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ィア堤防(難破堤堤防)が提案され、雲出川や那珂川などで先行実施されるとともに、河川堤防設

計指針にも位置づけられた。しかし、平成 13 年(2001)の川辺川ダムに関する住民討論集会で、住

民に「萩原堤防を補強すればダムは不要ではないか」と指摘され、予算に計上していた萩原堤防

の補強を中止されるとともに、平成 14年(2002)には設計指針から耐越水堤防に関する記述が削除

された。

こうしたなかで淀川では、堤防補強を最優先で実施すべきとの淀川水系流域委員会の主張が受

け入れられ、平成 15 年度(2003)から裏のり尻のドレーン工を設置した洗掘と浸透を対象とする補

強が実施されだした。この補強では侵食に対する補強が計画高水位までであったため、委員会は

堤防天端までの補強を求めて国交省の方針を批判した。

このような批判さなかの平成 20年(2008)６月に、国交省河川局防災課長名で堤防の両のり面と

天端をコンクリートブロックやアスファルト舗装で補強した耐越水堤防(巻堤)を推奨するとの通

達が出された。巻堤はアーマー・レビーに他ならないが、越水を考慮したのは大きな前進と思わ

れた。しかし、それもつかの間で、同年 11 月には廃止してしまった。越水に耐えればダム計画に

影響すると考えたとしか思えない。

新たな堤防補強として注目されるのがハイブリッド堤防(混合型堤防)である。堤防天端の両肩

から鋼矢板を打ち込んだり、堤防の中央にソイルセメント壁を設置することによって、洗掘や浸

透だけでなく越水にも耐えさせようとするものである。これに対して、堤防は土でつくり異物を

入れないという土堤原則からはずれる、浸透した水が抜けないので堤体が膿んで弱くなる、地震

で鋼矢板周辺に隙間ができ水が堤体内に入りやすくなるといった理由で、国交省河川局は一顧だ

にしようとしなかった。しかし、国民新党と新党日本の共同要求で平成 23年度(2010)から検討が

開始されることになった。まだ真剣みにかけるものの、一歩前進ではある。

５ おわりに

定量治水は明治 29 年(1896)に河川法が制定されてから現在まで一貫して踏襲されてきており、

ダムの治水面における論拠になっている。

平成 21 年（2009 年）８月の総選挙で「コンクリートから人へ」をマニフェストに掲げた民主

党へと政権が交代し、「ダムに頼らない治水」に政策転換されるかにみえた。しかし、政策転換を

必要とする理由として挙げたのは「ダムは、河川の流れを寸断して自然生態系に大きな悪影響を

もたらすとともに、堆砂(砂が溜まること)により数十年間から百年間で利用不可能になります」

であった。そこにはダムの治水機能の限界についての認識が欠落している。

政策転換を実現するため同年 12月に国交大臣の私的諮問機関として設置された「今後の治水対

策のあり方に関する有識者会議」は最悪であった。「今後の治水理念を構築し、提言する」ことを

目的としているにもかかわらず、それをせず、ダムの検証手続きの作成と検証結果の点検に堕し

ている。

民主党は河川官僚の手玉にとられ、有識者会議は科学者の良心を放棄して河川官僚の御用機関

になっている。

かくして、不要なダムがつくられ続け、日本の河川が駄目になっていく。

それを正すのは国民であるが、国民の意見はマスコミに左右されることが多い。国民が正しい

判断をできる報道、それをマスコミに期待したい。


